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  平成30年度事業報告概要と決算について　　

（1）事業報告概要
　獨協学園は、人文科学・社会科学・自然科学の分野において、それぞれ特化し
専門化した領域を有する3大学（獨協大学、獨協医科大学―附属3病院と2看護
専門学校を有している―、姫路獨協大学）、2中学・高等学校（獨協中学・高等学
校、獨協埼玉中学高等学校）から構成される総合的な学園です。
　また、「大学は、学問を通じての人間形成の場である（天野貞祐獨協大学初代学
長）」という共通の教育理念を持ち、「各校の自主性、独自性を尊重しつつ、一つの
法人として整合性をもって経営する」との経営方針のもと、各校が独自に運営され
ています。
　少子化等による18歳人口の減少、国際情勢などの影響により、私立大学等を
取り巻く経営環境は年々厳しさを増しています。当学園としては、教育・研究・医療を
通じて地域社会に貢献していく中で、社会の変化に対応し、より強固な経済基盤を
確立することで、学校間競争に勝ち残っていく必要があります。
　そこで、獨協学園では、平成10年度から中長期計画を策定し継続して見直しをし
ています。平成30年度は計画見直しの年にあたり、「獨協学園第11次基本計画
（2018年度）」を策定するとともに、前回（第10次）基本計画の諸課題に対しては、
学園本部及び各校が緊密に連携し取り組んでまいりました。各校においては従来
以上に教学面や施設設備面、学生サービス面での充実を図り、学生生徒数の確
保に努めるとともに、地域に密着した教育・医療機関としての責務を果たしてまいり
ました。
　各学校等において、平成30年度には、主に次のような事業を実施しました。
　獨協大学は、自律学習支援施設「クレアス」の新設、CAL教室機器更新等の学
習環境の整備、国際交流センター・日本語教育準備室のICZ周辺への移転・集約
による国際化推進の拠点整備に加え、中央棟の照明のLED化や空調機器更新
による省エネ推進、学生食堂の改修・什器交換等を行い、魅力ある大学・特色ある
大学創りに向けて計画を着実に実行しました。
　獨協医科大学は、より効果的な教育体制を構築するため、医師・看護師・保健師
国家試験対策、海外研修、がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン等教学面で
の充実を図り、全国的な看護師不足に対応した看護師募集活動を実施しました。ま
た、平成30年度は薬価も含めた診療報酬のマイナス改定が実施されましたが、財
政基盤の強化・安定を図りつつ、既存施設設備の改修・更新を実施しました。
　姫路獨協大学は、看護学部における実践的なカリキュラム提供や、医療系学部
での国家試験対策支援、奨学金事業による学業奨励の強化等、教学面の充実を
図りました。また、広報活動を重点的に行い入学生確保に努め、安定的な経営基
盤の構築を図りつつ、既存施設設備の改修・更新計画を着実に実施しました。
　獨協中学・高等学校は、アセスメント制度・授業評価などを通じ「教育の質」のよ
り一層の充実を図りました。海外研修・環境教育・語学コミュニケーション力育成に
おいては、顕著な成果をあげました。施設設備面では、１２教室への電子黒板プロ
ジェクターの設置・授業用タブレット100台の導入・体育館トイレのリフォームなどを
実施しました。
　獨協埼玉中学高等学校は、自ら考え、判断できる若者を育てるという基本方針の
もと、国際理解教育、外国語教育、環境教育等、教育内容の更なる充実に取り組
むと共に、快適な環境の維持、向上を図るため、経年劣化した施設・設備等の更
新、改修を行いました。また、高校全教室へのプロジェクター設置等、ICT 環境の整
備を進めました。
　学園本部は、獨協学園第11次基本計画（2018年度）を策定し、学園各校への
状況に応じた支援を引き続き実施しました。また、教育活動の推進と地域貢献を目
的とした姫路市医療系高等教育・研究機関設置計画については、兵庫県・姫路市
等と協議を継続実施しました。

（２） 事業活動収支（表1、図表1）
　事業活動収入の合計は、予算１,１０７億４９百万円に対し、決算では１,０８８億３６
百万円となり１９億１４百万円の減少となりました。主な要因は学生生徒納付金、経常
費補助金、医療収入等の予算比減少によるものです。
　事業活動支出の合計は、予算１,１０５億６２百万円に対し、決算では１,０７１億４２
百万円となり３４億２０百万円の減少となりました。主な要因は人件費、教育研究経費
等の予算比減少によるものです。
　基本金組入前当年度収支差額は１６億９３百万円となり、予算1億８7百万円を１５
億7百万円上回りました。

（3） 資金収支（表2）
　当年度収入合計は、予算対比で学生生徒等納付金収入、経常費補助金、医療
収入等が予算を下回り、１,３１９億５百万円と予算より５億１８百万円の減少となり
ました。
　当年度支出合計は、借入金等利息支出、資産運用支出が予算より増加しました
が、人件費、教育研究・管理経費、施設・設備関係支出が減少した結果、合計１,２

７２億６０百万円となり予算に比べ４３億９５百万円の減少となりました。
　翌年度繰越支払資金は２２５億８３百万円となり、予算に比べ５７億２百万円上回
りました。

  令和元（平成31）年度事業計画概要と予算について

（１）事業計画概要
　令和元(平成31)年度は、平成10年から策定し継続して見直してきた中長期計
画である「獨協学園第11次基本計画(2018年度)」の初年度となります。外部環境
の変化に機敏に対応し、引き続き各校においては教学面、施設設備面等の充実を
図ってまいります。
　令和元(平成31)年度の各校別の主な事業は以下のとおりです。
　獨協大学は、100分授業の導入や自律学習支援部門の新設等の教育力強化、
外国語学習・国際交流拠点の集約化及び機能連携による国際化・グローバル化
を推進し、奨学基金募集事業の継続に加え、教職協働の下、限られた資源（人材・
施設・資金）を有効活用して財務基盤の安定化を図り、魅力ある大学を目指します。
　獨協医科大学は、より効果的な教育体制構築を目的に、医師・看護師・保健師
国家試験対策支援や海外研修等による教学面で一層の充実を図ります。また、全
国的な看護師不足に対応し看護専門学校（三郷校）で入学定員を40名増員しま
す。一方、令和元年10月には消費税率引上げが見込まれており、引き続き財政基
盤の強化・安定を図り、安全でより質の高い医療を提供するため病院既存施設設
備の改修・更新等を着実に実施します。
　姫路獨協大学は、看護学部・人間社会学群が完成年度を迎え、更なる発展を目
指すためカリキュラムの見直し・充実を図る他、医療系学部での国家試験対策支
援、奨学金事業等による学業奨励の強化等による教学面の一層の充実を図りま
す。また、広報活動を積極的に行い高大連携等による入学生確保に努め、安定的
な経営基盤の構築を図りつつ、既存施設設備の改修・更新等を実施します。
　獨協中学・高等学校は、令和元（平成31）年度より、中学１年次を1クラス増の6
クラス編成とし、入学初年度の学習指導・生活指導をよりきめ細かく行うことにより、
教育成果をさらにあげていく計画です。これに伴い、専任教員の増員、教員研修・授
業評価・授業研究の拡充を図っていきます。「ＰＣ教室」の「アクティブラーニング
ルーム」への改修など、ＩＣＴ施設設備面の充実も図り、「魅力あふれる学校作り」をさ
らに推進していきます。
　獨協埼玉中学高等学校は、自ら考え、判断できる若者を育てるという基本方針の
もと、交換留学やネイティブ教員による少人数クラス等を通じた国際理解教育、外
国語教育の推進をはじめとして、教育内容の更なる充実に注力します。また、施設設
備面では、快適な環境の維持・向上を図るため、経年劣化した施設・設備の更新や
改修を進めると共に、教育内容の更なる充実化に向けた整備に取り組みます。
　学園本部は、理事・評議員・監事の改選に係る会議等の運営に加え、学園危機
管理体制の構築に向けた検討を実施します。また、教育活動の推進と地域貢献を
目的とした獨協学園医療系高等教育・研究機関（仮称）について、開設準備委員
会による検討及び兵庫県・姫路市との協議を引き続き実施します。

（２） 事業活動収支（表5、図表2）
　事業活動収入合計は１,１３２億４０百万円（平成３０年度実績対比４４億４百万円
増加）となります。主な収入科目として、医療収入８４４億３７百万円、学生生徒等納
付金１９８億２５百万円、経常費等補助金収入４２億４９百万円、寄付金収入１３億５
５百万円を計上しております。基本金組入額は９５億７４百万円です。なお、事業活動
収入合計に占める医療収入の割合は７４．６％となります。
　一方、事業活動支出合計は１,１３２億２０百万円（平成30年度実績対比６０億７８
百万円増加）となります。主な支出科目は、人件費４７６億１５百万円、教育研究経費
６０８億５２百万円（うち医療経費３３８億４８百万円）、管理経費は４４億８８百万円と
なります。
　なお、基本金組入前当年度収支差額は１９百万円を計上しています。

（３） 資金収支（表6）
　当年度収入合計は、平成３０年度実績比３億７６百万円増加の１,３２２億８０百
万円を見込んでいます。
　当年度支出合計は、６３億７８百万円増加の１,３３６億３８百万円を見込んでい
ます。
　施設関係支出は、既存建物の改修等により、４０億１百万円を計上しています。
　また、設備関係支出は、教育研究用機器備品を中心とした教育環境の整備等
により、５５億６５百万円を見込んでいます。

学校法人獨協学園の平成30年度決算と令和元(平成３１)年度予算について

活動区分資金収支計算書について
　新会計基準になって初めての決算となった平成２７年度より「活動区分資金収支
計算書」を作成しています。「活動区分資金収支計算書」はこれまで作成していた
「資金収支計算書」を３つの区分に分け（組替え）たものです。
　「資金収支計算書」は、収入と支出が一覧で表示されているので分かりやすいと
いう長所がありましたが、一方資金の調達と使用の原因分析が総合的にできない短
所がありました。そこで、①教育活動、②施設整備等活動、③その他の活動に分類
し、資金の流れを明確化することで、３つのどの活動区分から資金を調達し、どの活
動区分に資金を使用したのか、学校の「資金体質」を把握することができます。
｠

2．平成30年度資金収支計算書 （平成30年４月１日から平成31年３月３１日まで）（表2）
　（単位：千円　端数未調整）

学生生徒等納付金収入
手数料収入
寄付金収入
補助金収入
　国庫補助金収入
　地方公共団体補助金収入
　学術研究振興資金収入
　若手・女性研究者奨励金収入
　その他の補助金収入
資産売却収入
付随事業・収益事業収入
医療収入
受取利息・配当金収入
雑収入
借入金等収入
前受金収入
その他の収入
資金収入調整勘定（△）
当年度収入合計
前年度繰越支払資金
収入の部合計

19,927,433
740,618
1,218,860
4,403,114
2,939,988
1,437,877

1,250
0

23,999
0

682,270
82,663,380

72,743
1,004,553
3,000,000
3,787,650
34,477,180

△ 19,555,029
132,422,772
16,112,621
148,535,393

19,876,273
921,697
1,434,990
4,369,660
2,600,178
1,731,548

2,200
400

35,335
0

795,631
79,510,522

68,865
1,679,948
3,000,000
3,680,159
34,008,467

△ 17,441,698
131,904,513
17,938,500
149,843,013

51,160
△ 181,079
△ 216,130
33,454
339,811

△ 293,671
△ 950
△ 400

△ 11,336
0

△ 113,361
3,152,858

3,878
△ 675,395

0
107,491
468,713

△ 2,113,331
518,259

△ 1,825,879
△ 1,307,620

13.3
0.6
1.0
2.9
―
―
―

―
0.0
0.5
53.1
0.0
1.1
2.0
2.5
22.7

△ 11.6
―

12.0
100

収 入 の 部
科　目 予算額 決算額 差 異 構成比（％）

人件費支出
教育研究経費支出
　医療経費支出
管理経費支出
借入金等利息支出
借入金等返済支出
施設関係支出
設備関係支出
資産運用支出
その他の支出
予備費
資金支出調整勘定（△）
 当年度支出合計
 翌年度繰越支払資金
 支出の部合計

45,268,363
49,902,845
33,701,320
3,653,254
48,482

2,287,910
4,934,643
5,783,232
19,023,865
14,858,077

99,000
△ 14,204,723
131,654,948
16,880,445
148,535,393 

44,465,785
48,469,585
33,651,046
3,643,547
52,292

2,287,910
4,174,427
5,010,170
19,024,146
14,759,073

△ 14,626,857
127,260,078
22,582,935
149,843,013 

802,578
1,433,260
50,274
9,707

△ 3,810
0

760,216
773,062
△ 281
99,004
99,000
422,134
4,394,870

△ 5,702,490
△ 1,307,620

29.7
32.3
―
2.4
0.0
1.5
2.8
3.3
12.7
9.8
0.0

△ 9.8
―

15.1
100

支 出 の 部
科　目 予算額 決算額 差 異 構成比（％）

（図表1）（表1）1．平成30年度事業活動収支計算書 （平成30年４月１日から平成31年３月３１日まで）
　（単位：千円　端数未調整）

事
業
活
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支
出
の
部

事
業
活
動
支
出
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部

科　目 予算額
学生生徒等納付金
手数料
寄付金
経常費等補助金
　国庫補助金
　地方公共団体補助金
　学術研究振興資金
　若手・女性研究者奨励金
　その他の補助金
付随事業収入
医療収入
雑収入
教育活動収入計
人件費
教育研究経費
管理経費
徴収不能額等
教育活動支出計
教育活動収支差額
受取利息・配当金
その他の教育活動外収入
教育活動外収入計
借入金等利息
その他の教育活動外支出
教育活動外支出計
教育活動外収支差額

経常収支差額
資産売却差額
その他の特別収入
特別収入計
資産処分差額
その他の特別支出
特別支出計
特別収支差額

[予備費]
基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額
翌年度繰越収支差額
（参考）
事業活動収入計
事業活動支出計

19,927,433
740,618
1,220,960
4,261,367
2,935,901
1,300,217

1,250
0

23,999
682,270

82,663,380
992,553

110,488,581
46,407,250
59,492,417
4,345,640
95,210

110,340,517
148,064
72,743

0
72,743
48,482

0
48,482
24,261
172,325

0
187,747
187,747
72,450
2,000
74,450
113,297
99,000
186,622

△ 9,197,945
△ 9,011,323

△ 122,211,139
0

△ 131,222,462

110,749,071
110,562,449

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
収
入

の
部

事
業
活
動
支
出

の
部

事
業
活
動
収
入

の
部

特
別
収
支

決算額
19,876,273
921,697
1,307,773
4,130,508
2,558,139
1,540,645

2,200
400

29,125
795,631

79,510,522
1,651,886

108,194,291
44,569,972
57,940,222
4,377,285
68,748

106,956,228
1,238,062
68,944

0
68,944
52,292

0
52,292
16,652

1,254,715
0

572,290
572,290
80,555
53,235
133,790
438,501

1,693,215
△ 6,187,916
△ 4,494,701

△ 121,605,834
268,897

△ 125,831,638

108,835,525
107,142,310

差　異
51,160

△ 181,079
△ 86,813
130,859
377,763

△ 240,428
△ 950
△ 400
△ 5,126

△ 113,361
3,152,858
△ 659,333
2,294,290
1,837,278
1,552,195
△ 31,645
26,462

3,384,289
△ 1,089,998

3,799
0

3,799
△ 3,810

0
△ 3,810
7,609

△ 1,082,390
0

△ 384,543
△ 384,543
△ 8,105
△ 51,235
△ 59,340
△ 325,204
99,000

△ 1,506,593
△ 3,010,029
△ 4,516,622
△ 605,305
△ 268,897
△ 5,390,824

1,913,546
3,420,139

構成比（％）
18.3
0.8
1.2
3.8
―
―
―

―
0.7
73.1
1.5
―

41.6
54.1
4.1
0.1
―
―
0.1
0.0
―
0.0
0.0
―
―
―
0.0
0.5
―
0.1
0.0
―
―
―
―
―
―
―

―

100
100

3．活動区分資金収支計算書（抜粋） （平成30年４月１日から平成31年３月３１日まで）（表3）
　（単位：千円　端数未調整）

科　目 決算額
教育活動資金収入計①
教育活動資金支出計②
差引③（①－②）
調整勘定等④
教育活動資金収支差額⑤（③+④）
施設整備費等活動資金収入計⑥
施設整備費等活動資金支出計⑦
差引⑧（⑥－⑦）
調整勘定等⑨
施設整備等活動資金収支差額⑩（⑧+⑨）
 小計⑪（⑤+⑩）
その他の活動資金収入計⑫
その他の活動資金支出計⑬
差引⑭（⑫－⑬）
調整勘定等⑮
その他の活動資金収支差額⑯（⑭+⑮）
支払資金の増減額⑰（⑪+⑯）

前年度繰越支払資金
翌年度繰越支払資金

108,181,507
96,571,471
11,610,036
1,250,506
12,860,543
4,427,470
14,012,915
△ 9,585,444

499,511
△ 9,085,933
3,774,610
18,828,684
17,987,040
841,644
28,181
869,825
4,644,435
17,938,500
22,582,935

教
育
活
動

に
よ
る
資
金
収
支

そ
の
他
の
活
動

に
よ
る
資
金
収
支

施
設
整
備
等
活
動

に
よ
る
資
金
収
支

平成30年度決算 事業活動収支  科目別構成

その他の特別収入0.5%

手数料0.8%
寄付金1.2%
補助金3.8%
付随事業収入0.7%

学生生徒等納付金18.3%雑収入1.5%

事業活動収入

医療収入
73.1%

 受取利息・配当金0.1%

管理経費 4.1%

事業活動支出

人件費
41.6％

教育研究経費
54.1%

 資産処分差額 0.1%  徴収不能額等 0.1%


